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1. ソーシャルアントレプレナーが集う場づくり支援事業

　本事業では、全国のソーシャルアントレプレナー（認定 NPO 法人 Cloud 
JAPAN では「誰かのために何かをする喜びを楽しんでいる人たち」と定義す
る）が地域貢献する上での活動を支援している。
　2022 年度は新型コロナウイルスの影響により，昨年のごとく実際に訪れ
て支援することは難しかったが，社会環境変化に即したオンライン指導環境
の整備により，コロナ対応や政府の各支援制度の活用方法などを中心とした
支援を続けることができた。
　また，活動拠点のある宮城県気仙沼市における社会課題（子育てのしやす
さ）解決にフォーカスをあて、コロナ禍が落ち着くまでに集中的に支援を行
うことで、新たな課題解決モデルの提案を目指した。
　一昨年度から始まった研究事業では、本年度もジャーナル論文公開など、
一定の成果を上げることができたと考えている。今後も実践研究からビジョ
ン達成に向けた歩みを着実に進めていく。
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1.1 気仙沼子育てコレクティブインパクトプラットフォーム ” コソダテノミ
カタ ”

1.1.1 活動背景
　気仙沼市は３世代世帯が多く、地域コミュニティも盛んで、助け合いなが
ら子育てができる町であったが、震災により、核家族化が進んだことで、子
育てを取り巻く環境は大きく変容した。こうした状況の中、震災後の社会的
緊急度の高さから復興予算で、子育て環境を改善しようとする市民活動が活
発になったが、震災から１０年が経過し、予算が削られ、活動の中止を余儀
なくされたことから、現状解決のため連携事業実施に至った。
　そこで、気仙沼市の子育て支援団体と行政が連携し、包括的な子育てコミュ
ニティを創造する。各支援団体が自ら価値を発信し、自立に向け成長し、多
種多様な居場所が継続する仕組みをつくり、持続可能なまちづくりを目指す。

1.1.2 課題設定
●震災後希薄になった子育て・子育ちコミュニティの再生
震災後の祖父母世帯の減少 (40~70 代犠牲率 65.3%)
地域コミュニティの変化 ( 定住期間 5 年未満の世帯震災前 14.1% →震災後 
28.2%)
●産みにくい、育ちにくい市内の環境改善
合計特殊出生率の低下 (2011 年 1.49 → 2019 年 1.16)
●夫婦の子どもの産む数の減少 ( 子どもがいない又は 1 人の夫婦が 75.9%。
県内でワースト 3 番目 )

1.1.3 昨年度末の構成メンバーと所属団体（五十音順）
　　　 赤畑  綾子（モリノネ） 
            足立  岬  （気仙沼まち大学運営協議会） 
            大森  美和  （にじのわ助産院） 
            小野寺  佳子  （気仙沼市保健福祉部子ども家庭課） 
            熊谷  愛  （けせんぬま森のおさんぽ会） 
            小林  峻  （合同会社 colere） 
            佐藤  賢  （NPO 法人ピースジャム） 
            佐藤  祐美  （子育てシェアスペース Omusubi） 
            志田  ももこ  （合同会社 colere） 
            菅原千枝子  （気仙沼市震災復興・企画部人口減少対策統括官） 
            杉浦  美里  （けせんぬま森のおさんぽ会） 
            鈴木  和海  （認定 NPO 法人 Cloud JAPAN） 
            田中  惇敏  （認定 NPO 法人 Cloud JAPAN） 
            半沢  裕子  （一般社団法人おりがみ） 
            星  麻希  （子育て支援わくわくけせんぬま） 
            松本  光基  （株式会社クロコカンパニー） 
            村上  和佳奈  （子育てシェアスペース Omusubi）



p. 5

1.1.4 昨年度の活動内容
1.1.4.1. 調査研究事業ミーティング実施　合計 144 回

【量的実施結果】
・査読付き論文１本
・報告会 参加 77 名
・市長との会談実施 1 回
・商工会議所主催の報告書１本
【質的実施結果】
・昨年 6 月に「実践政策学 第 8 巻　第 1 号」に掲載された。
・財団の皆様はじめ、市長、担当部長、市民、他に 2 月 2 日報告会を開催できた。
・市役所主催「けせんぬま未来人口会議」に「子育てファースト」という分
科会が設置され、「子育て環境の改善」という共通テーマが設定された。
・コソダテノミカタとして招致していただき商工会議所主催人口減少対策会
議にて分析・提言できた。

1.1.4.2. 子育て団体連携企画実施　合計 23 回
【量的実施結果】
一時預かり事業 1,015 名
屋外活用事業 530 組
助産院事業 198 名
コミュニティ形成事業 1,121 組
カフェ事業 1,105 組

（カフェ 1251 組、子ども食堂 300 人、出張託児：197 名）
代表者会議実施 2 回

【質的実施結果】
事業代表者の育休産休やコロナの影響等、やむを得ない事情で一部目標に
達しない事業はありつつも各団体同士が連携し互いに各施設の広報活動
を行うことが出来た結果後半はどの団体も利用人数が増加傾向にあった。
Instagram 等で継続的に子育てママへの情報発信が出来た。２・３月に事業
代表者での意見交換会を実施し次年度に向けての状況確認を実施した。

1.1.4.3. 連携プロジェクトに関する活動実施　合計 149 回
【量的実施結果】
●イベント：599 名
タウンミーティング ( 大人 42 名 , 子ども 17 名 )、川柳写真 (187 名 )、シネ
マひろば 196 名、買い物ワークショップ ( 大人 35 人 , 子ども 53 人 )
モリノネ講演会 ( 大人 42 人 , 子ども 27 人 )
●連携企画：37 回 ,250 組
民間団体連携 23 回 ,107 組
児童館連携 4 回 , 約 85 組
連携ツアー 4 回 ,30 組
妊産婦講座 6 回 ,28 組

【質的実施結果】
12 月に開催した映画イベントは、コロナとインフルエンザ流行の影響を受
け想定よりも集客が見込めなかったが、その他のイベントは順調に集客が出
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来た。
また毎月継続して行っていた連携企画は目標値の倍以上の開催と集客が出来
た。

1.1.4.4. 子育て団体への委託額：総額 約 1150 万
【量的実施結果】
・HATA：みやぎ地域復興支援助成金　約 350 万
・Omusubi：子育て世帯社会活動支援事業 27 件 約 6 万
・保育士ワーホリ事業：約 240 万
・認可外保育施設「自然あそび保育モリノネ」一時預かり事業：約 550 万
【質的実施結果】
事務局、子育て団体、行政との密な連携により委託交渉をスムーズに進める
ことが出来た。今年度の所属団体については安定した運営に繋げることが出
来た。
また認可外保育施設「自然あそび保育モリノネ」が地域子ども・子育て支援
事業「一時預かり事業」の受託も決定。

1.1.4.5. 個別伴走支援の実施　合計 9 回
【量的実施結果】
・コソダテノミカタの法人格取得について事務局で検討を進めた。
・法人成りの推進
任意団体モリノネの一般社団法人モリノネ設立の支援
・任意団体の新設及び加入
一般社団法人 プレーワーカーズの加入
唐桑地区で新たに子どもの居場所づくりをしたいママの加入を進めた。

【質的実施結果】
森のおさんぽ会の共同代表であった赤畑氏が新メンバーと共に一般社団法人
モリノネを設立することを支援した。
また、新規の任意団体や新しいチャレンジをしたい個人の新規加入を進めた。

1.1.4.6. マーケティング・ブランディング
【量的実施結果】
・子育てワーホリ 参加 2 名
・南三陸からの視察 7 名
・web アクション記事掲載 28 件
・インスタ投稿数 88 件
・Facebook 週 1 回投稿
・2023 年版「住みたい田舎」ベストランキング 東北エリア子育て世代部門 
1 位
・新聞掲載 三陸新報 18 回
・書籍掲載：建築資材研究者「市民がまちを育む」 1 回
・動画配信：アチェ = ジャパン・チャンネル　1 回
・ケーブルテレビ K-NET　3 回
・マーケティングチームとの打ち合わせ実施
・行政との情報発信意見交換会実施 1 回
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【質的実施結果】
web 記事の掲載数を増やし、Instagram や Facebook での SNS を活用し情報
発信が出来た。
行政とのさらなる連携を目指し年度後半には行政（子ども家庭課 , 秘書広報課 ,
健康増進課 , 産業戦略課）と情報発信に関する意見交換会を実施。次年度は
市の子育て施策とともに発信をしていく。

1.1.4.7. 事務局定例ミーティング実施　合計 54 回
　　　  市子ども家庭課・事務局連携ミーティング実施　合計 18 回
プラットフォームの活動全体を円滑に行うべく、以下のメンバーを事務局と
して会議を行った。

以上、受益者数合計：（8,995）名
内訳…未就学児（3,847）名　　年長〜小学生（988）名
　　　　その他　（※属性　子育て中のママパパ 4,074 名・児童館 , 子育て包
括支援センター等の子育て関連行政職員 86 名）

1.1.5 受益者からの声
・タウンミーティング
→慣れた場所や人の中、少人数で参加することでリラックスして話が出来ま
した。行政や民間の取り組みやサービスを知るきっかけにもなりました。
・妊産婦講座
→教えてもらえて良かったです。今後の事で考えていた事や不安に思ってい
た事が楽になりました。
→ 2 人産んでいますが、まだまだ知らないことがたくさんだなと思いました！
また産みたいと思いました（笑）ぜひたくさんの妊婦さんに聞いてもらいた
いですね！
→今は看護学生だけれど、いつか子育てをするママパパたちのサポートをし
ていきたいと思っていたので今回の話を聞いて少しでもラクに子育てできる
ようサポートに繋がるかなと思いました。
・川柳写真コンテスト
→今のママさん達の子育てに触れて、自分が子育てをしていた当時を思い出
しました。子どもはみんなで育てていきたいですね。
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1.2 建築ストック活用の民衆化を目指した支援の研究
　本年度は、以下の通り研究全体のビジュアルデザインを取りまとめるとと
もに、その詳細の研究を進めた。その結果、「2022 年度グッドデザイン・ニュー
ホープ賞」（主催：公益財団法人日本デザイン振興会）を受賞することがで
きた。
・研究タイトル
自走する建築ストック
・デザインの概要
「設計者不在、もちよる空き家。」が地域を救う。あえて設計図を描かないこ
とによって、運営の担い手や地域住民の参画可能性を拓き、地域の変化に合
わせて成長し続けた空き家活用プロジェクト。地域内に「もちよる→つくる
→たのしむ」の循環を生み出すことで、地域の厄介者だった空き家が育ち、
住民同士、よそものの縁をつなぐ。
・デザインが生まれた理由 / 背景
震災当初、ボランティア団体の代表として、ボランティアコーディネート（も
ちよる）を行い、被災地の人の温かさに触れたことで（たのしむ）、気仙沼
市に移住した。その後ボランティアの滞在場所がないという課題と空き家問
題を掛け合わせ、「架け橋」が始まった（つくる）。この宿が被災者と長期ボ
ランティアを媒介し、信頼関係が生み出された。また昼間は絵本カフェ、夜
はゲストハウスとなって被災した子育て世代の雇用という課題の解決にも寄
与した。
絵本カフェを利用する子育てママが一時預かりがないことで困っているとい
う声（もちよる）を受けて、地域にあるべき子育て支援施設の理想を利用者
と建築学生と共に構想（たのしむ）し、「Omusubi」が誕生した（つくる）。
この一連の実践、このしくみを生かして立ち上がった「HATA」「架け橋サウナ」
は、地域内外の人々がブリコラージュな場づくりに参画することで、空き家
が社会起業家の活躍の舞台を与えている。
・デザインを実現した経緯
地方創生を目的とした建築分野で喧伝される課題とは、著名な建築家が関
わったとしても「つくっておわり」になってしまう点にある。現に気仙沼の
復興において数多くの有名建築家が参画してきたが、それらの建築物は観光
資源としても有効に活用されず、「宝の持ち腐れ」に近い状況となってきた。
一方で本プロジェクトでは地域内の誰かによって譲り受けた空き家を、誰か
の創意工夫によって場が形成され、誰かが使用法の提案をすることで持続的
に機能し続けている。その「誰か」が著名人ではなくとも、関わり続ける人
が現れ、結果的にその建築は地域に在るべきコミュニティとして「もちより・
つくり・たのしまれ」ている。このしくみが機能するために重要だったことは、

「つくる」ことではなく、「もちよる」ことを起点に置くことであり、建築ストッ
クの運用の担い手にマイニングを行い、この「もちよる」を実践する上で重
要なことを 12 のパターンにまとめた。
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「設計者不在。もちよる空き家。」
が地域を救う。

近年、全国で進む空き家活用において、

設計図を描かないことによって、

運営の担い手や地域住民の参画可能性を拓き、

地域の変化に合わせて成長し続ける

しくみづくりに挑戦するプロジェクト。

「もちよる→つくる→たのしむ」の循環で

ソーシャルアントレプレナーの活躍をブースト！！

設計者不在
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・デザインの改良、類似デザインとの差異、実績
多くの建築ストックの活用事例を研究した論文が発表されている一方、その
研究の範囲は設計・施工・運営開始時に留まり、その後の社会変化の中での
持続可能な運営方法や、地域に与えた社会変化まで追った研究はないという
のが現状である。
私が実践と研究を行う中で、「設計」「施工」「運営」は切り離されるもので
はなく、「社会変化」まで含めたグラデーションを持って研究対象にする必
要があることが分かってきた。
その全てを抑えるには建築計画学の分野を超えて、この一連の動きを、創造
の領域と定義して研究を進める意義があると考えている。
この考え方を、学芸出版社より他ゲストハウスオーナーと共に「まちのゲス
トハウス考」として発刊。子育てシェアスペース Omusubi は、仙台デザイ
ンリーグ 100 選・福岡県建築士会賞等を受賞、ビジネスモデルは復興庁主催

「新しい東北」ビジネスプランコンテストにおいて NPO としては 2 年ぶり、
学生としては初の企業賞を受賞した。
・具体的なエピソード
現在、ゲストハウス架け橋の隣には、手作りサウナが設置されている。この
サウナも地域住民、他地方からのワーキングホリデーの参加者が「もちよる・
つくる・たのしむ」過程の中で作られたものだ。ある東京で生まれ育った大
学生は、コロナ禍で多様な世界を見る機会が制限されたが故に殻に籠り続け
ていたが、気仙沼でのサウナづくりで自らの創造性を発揮する過程で気仙沼
へ愛着が湧くようになった。また気仙沼来訪後は全国の地方を廻ることによ
り、地域間の「良さ」を対比することで、「日本が好きになった」と語っている。
彼は今年の夏、自らの経験を生かしたプログラミング教室を気仙沼に開校し、
就活をせずに気仙沼で起業しようとしている。我々は誰もが誰かのために何
かをする喜びを楽しみ続けることのできる世の中をつくり続けていく。

その他、以下リンクの通り、詳細資料を公開している。
・動画形式 説明資料
https://www.dropbox.com/s/e1mc71qb5s2m9qa/autopoietic_houses_
movies.mov?dl=0
・スライド形式 説明資料
https://www.dropbox.com/s/flpex84qvhugqri/autopoietic_houses_slide.
pdf?dl=0
・プレゼンテーションイベント Hillside breakfast での説明動画
https://www.pechakucha.com/presentations/cloud-japans-presentation
https://youtu.be/In_GLV1QWoI
本項では、その詳細研究について紹介する。
まず、2021 年度報告書内で報告した建築と創造の領域の捉え方を fig.1 の通
り、修正した。その上で、研究の全体像は fig2 の通り、空き家活用がどのよ
うな社会変化をもたらすかという視点で、社会の側を研究している。

1.2.1 「子育てのしやすさ」に関する研究
東日本大震災の被災地、宮城県気仙沼市は、宮城県沿岸における北東端に位
置する自治体であり、面積は県内 7 番目の 332.44 平方 km、人口は 61,147 
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人 (R2 国調 ) であり、昭和 55 年の 92,246 人 ( 気仙沼市、 唐桑町、本吉町の
合計 ) をピークに年々減少している。 2014 年には気仙沼市も日本創生会議
人口問題検証分科会によって消滅可能性都市に該当するとされる 896 自治
体 に内包されている ( 増田，2014)。
 震災から 11 年が経過した現在、気仙沼地域も例外なく全国的な人口減少の
波に直面しつつある。現在、気仙沼市では、1,000 人程度の人口減少が進み，
合計特殊出生率が 1.08 と低迷している。この対策を抜本的に強化していく
ため、市民全体でこの問題を考え官民が協働して人口減少の緩和と改善に取
り組んでいく「人口減少対策市民会議」が設置予定となっている。また、ふ
るさと納税の寄附金の拡大に伴い、その使いみちを明確化するため，昨年
12 月に 「気仙沼市ふるさと応援基金条例」を制定し、人口減少対策の解決に
向けた事業 ( 市民会議からのアウトプットを実現 /「小学校・中学校の給食
費 0」「第二子以降の保育料条件なしで 0」「待機児童 0」の 3 つの 0 実現に
よる子育て負担の軽減 ) に今後 10 年間で 50 億円規模を投資することを決定
した。
 商工会議所主催人口減少対策会議では、自然増減・社会減へのアプローチは
限界があると捉え、社会増を目指し、「①出生率は現状維持、② 25 才流出率
を現状より出来るだけ下げ、③移住者数を出来るだけ子育て世代を中心に移
住させる施策に力を入れ、現在の年 625 組から 1.5 倍の 1000 組を目指し
て取り組むことがより現実味のある目標」と結論づけた。
官民の活動に加えて、長年子育て支援活動に従事してきた非営利セクターも
一致団結した動きを見せている。2021 年に設立された市内すべての子育て
支援団体と行政担当課に所属する個人からなる「けせんぬま子育てコレク
ティブインパクトプラットフォーム " コソダテノミカタ "」は、これまで過
去 2 年間、多くの子育て施策を官民連携で打ち出してきた。

fig.1 建築と創造の領域の捉え方
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このような成果が功を奏し、宝島社（2023）は、住みたい田舎ベストラン
キングで「若者・単身者部門」「子育て世代部門」の二部門で気仙沼市は 2
年連続宮城県内 1 位 /「人口 5 万人以上 10 万人未満のまち」カテゴリの「総
合部門」で東北 1 位（全国 5 位）を獲得したことを報告している。
このように、宮城県気仙沼市では行政、民間、非営利セクターが人口減少と
いう課題を乗り越えようと画策し、その成果も現れてきつつある。一方、気
仙沼市では、比較的規模が大きく、多様性に富んだ官民連携の子育て環境改
善プロジェクトが進んでおり、出生率向上や子育て世代の移住者が集まって
きている。本テーマは、気仙沼市と著者が代表を務める「けせんぬま子育て
コレクティブインパクトプラットフォーム “ コソダテノミカタ ”」の共同で
行った「けせんぬま子育てタウンミーティング」であがった市民の声と経済
学的な統計結果から、地方における「こそだてのしやすさ」の一般化を目指
した研究である。
研究結果を以下の通り、実践政策学 第 8 巻 1 号 2022 年 に投稿した。

【タイトル】
宮城県気仙沼市における良好な「子育て環境」の規定要因の理解 
―気仙沼子育てタウンミーティングでのグループインタビューを通じて― 

【著者】
田中 惇敏、西村 歩、松本 光基、井庭 崇

【要約】
気仙沼こそだてタウンミーティングを通したグループインタビュー、統計的
分析や他地方小都市との比較検討、多数の主体との連携・協働に根差した実
践からの気づきの記述考察による気仙沼市における良好な「子育て環境」を
規定する三つの要因（子どもを見てくれる多様（子育てシェア、第二の祖父母）
な担い手 / 子連れ出勤による社会との繋がりの維持 / 地域の子育てを改善す
るアクターとして活躍 ）の抽出 

1.2.2 関係人口創出に関する研究
気仙沼市のふるさとワーキングホリデーの参加者を対象に、再訪する関係人
口を半構造化インタビューをもとに SCAT 分析にて理論化した。
学会に投稿済み・査読待ちにて詳細は控えさせて頂く。
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2. ソーシャルアントレプレナーが集う場の運営支援事業
　本事業では、全国での活動支援するにあたり、経験を貯蓄し続けること、
つまり私たち自身もソーシャルアントレプレナーであり続けることが大事で
あると感じており、「気仙沼ゲストハウス ” 架け橋 ”」を運営している。

 2.1 気仙沼市ふるさとワーキングホリデー
　昨年度からコレクティブインパクトの文脈で、総務省・気仙沼市・市内の
企業と連携した「気仙沼市ふるさとワーキングホリデー事業」を運営してい
る。

2.1.1 プログラム実施概要・実施実績
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2.1.2 申込状況
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2.1.3 参加者からの声と参加後の動向
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2.1.4 企業連携
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3. ソーシャルアントレプレナーの資金調達支援事業 
今年度は実施しなかった。

4. 地域で活動するソーシャルアントレプレナーに係る情報発信事業 
　本事業では、情報を取りまとめ発信することでソーシャルアントレプレ
ナーを支援している。
 4.1 講演活動
 2022 年度は以下の通り、11 本の講演（オンライン含む）を行った。
　日にち　　 　　場所　　　　　　　 　内容　　             　　概算参加人数
  4 月 26 日　　オンライン　　第 129 回まちカフェ夜学　           10 人
  7 月 11 日　   LIFULL 本社      井上社長起業家 mtg　　　             30 人　　
  7 月 8 日　     気仙沼 JC         コソダテノミカタと企業       　　　 50 人
9 月 13 日　 六本木ヒルズ         自走する建築ストック                    60 人
11 月 11 日      宮城県庁　　　　移住定住会議　　　　　　　　  100 人
 11 月 17 日　オンライン　　新潟大建築社会システム特論        　40 人
12 月 15 日　商工会議所　　　人口減少の要因分析　　　　　　  20 人
1 月 16 日　 滋賀県立大学     イノベーション特論　　　　　　　 10 人
1 月 21 日　  東北大学  　　　　シンポジウム　　　　　　　　   40 人
3 月 14-16 日　架け橋　　　ゲストハウス立ち上げのコツ　　　  ２人
3 月 23 日　 オンライン   　伊予市ワーホリ事業説明　　　　　　７人                   　  

5. ソーシャルアントレプレナーの育成及び事業促進の教育支援事業
　本事業では、事業運営団体に実際に所属し、教育的な視座からソーシャル
アントレプレナーを支援している。
 　地域　　　　会社名　　　　　　関係　　　　　事業内容
鹿児島県　　株式会社燈　　　　　役員　　　定例役員会での指導
 福岡県　NPO 法人 RAS 研究会　 　役員　　　資料の作成・会議運営
  全国　     株式会社キタイエ　　業務委託        事業運営のサポート
宮城県　一般社団法人おりがみ　業務委託　　決算資料の作成
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6. 運営組織
　以下の通り、役員の役職と所属をまとめ、社員の名簿をまとめる。
代表理事：田中 惇敏（慶應義塾大学 SFC 後期博士課程）
副代表理事：半沢 裕子（一般社団法人おりがみ代表理事）
理事： 喜多 恒介（株式会社キタイエ代表取締役）
　　　小出 悟（元 みしおね横丁 ワルンマハール店長）
　　　川嶋 奎（元 気仙沼市地域おこし協力隊，一般社団法人 Omusubi）
監事：谷川 徹（e.lab 代表） 
社員：畠山千怜、高田美由紀、伊藤愛、鈴木和海、竹中幸、坂根孝秀、今村
ちひろ、高橋桃菜（2022 年 3 月末現在）

2022 年 12 月のチーム

（プロボノ 2 名含む）
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7.. 収支報告
 7.1 ２０２２年度活動計算書 

法法人人名名：：

年年 44 月月 11 日日 ～～ 年年 33 月月 3311 日日

11..

22..

33..

44..

55..

11..

22..

 

 

5,571,784法定福利費

5544,,115522,,228844

支払助成金 13,461,857

租税公課 0

250,000

地代家賃 1,880,200

支払手数料

消耗品費 87,956

受取民間助成金 14,164,000 2222,,775577,,224466

329,092

印刷製本費 41,404

協礼謝金 206,559

366,048

保険料 85,480

人人件件費費計計 2211,,335577,,661166

（（22））そそのの他他経経費費

水道光熱費 1,173,928

「その他事業」は実施しておりません。

11,,002266,,447744

44,,994411,,553388

△△  33,,991155,,006644

5588,,006677,,334488

次次期期繰繰越越正正味味財財産産額額

当当期期正正味味財財産産増増減減額額

前前期期繰繰越越正正味味財財産産額額

管管理理費費計計 669944,,225511

　　　　経経常常費費用用計計

業務委託費 5,504,071

88,625

給料手当 0

そそのの他他経経費費計計 3366,,001155,,448811

雑費

広告宣伝費 358,234

（（22））そそのの他他経経費費

人人件件費費計計 00
法定福利費

そそのの他他経経費費計計 669944,,225511

地代家賃 60,000

租税公租 176,700

保険料 67,640

支払手数料 36,210

通信運搬費 67,328

諸会費 68,400

印刷製本費 59,258

業務委託費 89,548

消耗品費 69,167

0

役員報酬 0

事事業業費費計計 5577,,337733,,009977

管管理理費費

（（11））人人件件費費

衛生管理費

売上原価 902,636

給料手当 15,710,218

福利厚生費 75,614

旅費交通費 5,497,086

諸会費 10,200

（（11））人人件件費費

役員報酬 0

消耗品費 2,037,729

通信運搬費 3,734,376

賃借料

ⅡⅡ  経経常常費費用用

事事業業費費

雑収益 0 7722

　　　　経経常常収収益益計計

そそのの他他収収益益

受取利息 72

自主事業収益 5,653,097

受託事業収益 22,251,372 2277,,990044,,446699

事事業業収収益益

受取公的補助金 4,000

受取公的助成金 8,589,246

受受取取助助成成金金等等

受取寄付金 3,448,497 33,,444488,,449977

賛助会員受取会費 0 4422,,000000

受受取取寄寄付付金金

正会員受取会費 42,000

((単単位位：：円円))

科科　　　　目目 金金　　　　額額

ⅠⅠ  経経常常収収益益

認認定定特特定定非非営営利利法法人人CClloouudd  JJAAPPAANN

活活動動計計算算書書
22002222 22002233 ままでで

受受取取会会費費
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      7.2 事業別損益の状況

1．

　　 財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（２０１０年７月２０日　２０１7年１2月最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。

（1）

（2）

施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。また計上額の算定方法は「３．施設の提供等の物的サービスの受入の内

訳」に記載しています。

（3）

ボランティアによる役務の提供は、「４．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳」として注記しています。

（4）

2．

ソーシャルアン

トレプレナーお

ソーシャルアン

トレプレナーお

ソーシャルアン

トレプレナーの

地域で活動す

るソーシャルア

ソーシャルアン

トレプレナーお
事事業業部部門門計計 管理部門 合合計計

ⅠⅠ

1. 0 0 0 0 0 00 42,000 4422,,000000

2. 0 10,000 0 0 3,438,497 33,,444488,,449977 33,,444488,,449977

3.

受取公的補助金 0 0 0 0 0 00 4,000 44,,000000

受取公的助成金 0 8,589,246 0 0 0 88,,558899,,224466 0 88,,558899,,224466

受取民間助成金 0 0 0 0 14,164,000 1144,,116644,,000000 0 1144,,116644,,000000

4.

自主事業収益 236,000 5,243,447 0 123,250 50,400 55,,665533,,009977 0 55,,665533,,009977

受託事業収益 0 22,251,372 0 0 0 2222,,225511,,337722 0 2222,,225511,,337722

5. 0 0 0 0 0 00 72 7722

236,000 36,094,065 0 123,250 17,652,897 5544,,110066,,221122 46,072 5544,,115522,,228844

ⅡⅡ

（（11））

0 0 0 0 0 00 0 00

0 15,710,218 0 0 0 1155,,771100,,221188 0 1155,,771100,,221188

福利厚生費 0 75,614 0 0 0 7755,,661144 0 7755,,661144

0 5,571,784 0 0 0 55,,557711,,778844 0 55,,557711,,778844

0 21,357,616 0 0 0 2211,,335577,,661166 0 2211,,335577,,661166

（（22））

13,650 3,507,940 149,529 0 63,257 33,,773344,,337766 67,328 33,,880011,,770044

0 250,000 0 0 0 225500,,000000 0 225500,,000000

828,400 1,051,800 0 0 0 11,,888800,,220000 60,000 11,,994400,,220000

0 41,404 0 0 0 4411,,440044 59,258 110000,,666622

74,587 1,931,142 0 0 32,000 22,,003377,,772299 69,167 22,,110066,,889966

2,697,217 2,733,109 0 66,760 0 55,,449977,,008866 0 55,,449977,,008866

0 10,200 0 0 0 1100,,220000 68,400 7788,,660000

669,417 504,511 0 0 0 11,,117733,,992288 0 11,,117733,,992288

租税公課 0 0 0 0 0 00 176,700 117766,,770000

支払手数料 20,043 246,489 0 0 99,516 336666,,004488 36,210 440022,,225588

売上原価 41,251 855,785 0 0 5,600 990022,,663366 0 990022,,663366

消耗品費 0 0 0 0 87,956 8877,,995566 0 8877,,995566

衛生管理費 58,628 270,464 0 0 0 332299,,009922 0 332299,,009922

協礼謝金 0 48,459 0 28,600 129,500 220066,,555599 0 220066,,555599

業務委託費 167,200 3,836,871 0 0 1,500,000 55,,550044,,007711 89,548 55,,559933,,661199

支払助成金 0 0 0 0 13,461,857 1133,,446611,,885577 0 1133,,446611,,885577

保険料 0 75,480 0 0 10,000 8855,,448800 67,640 115533,,112200

雑費 0 88,625 0 0 0 8888,,662255 0 8888,,662255

広告宣伝費 0 330,000 0 0 28,234 335588,,223344 0 335588,,223344

44,,557700,,339933 1155,,778822,,227799 114499,,552299 9955,,336600 1155,,441177,,992200 3366,,001155,,448811 669944,,225511 3366,,770099,,773322

44,,557700,,339933 3377,,113399,,889955 114499,,552299 9955,,336600 1155,,441177,,992200 5577,,337733,,009977 669944,,225511 5588,,006677,,334488

△△  44,,333344,,339933 △△  11,,004455,,883300 △△  114499,,552299 2277,,889900 22,,223344,,997777 △△  33,,226666,,888855 △△  664488,,117799 △△  33,,991155,,006644

財財務務諸諸表表のの注注記記

(単位：円)

消費税等の会計処理

重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

ボランティアによる役務の提供

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

受取会費

受取寄付金

受取助成金等

事業収益

その他収益

　　　　経経常常収収益益計計

経経常常費費用用

人人件件費費

役員報酬

法定福利費

　　　　経経常常費費用用計計

そそのの他他経経費費

通信運搬費

賃借料

地代家賃

印刷製本費

諸会費

水道光熱費

そそのの他他経経費費計計

消耗品費

旅費交通費

事業別損益の状況

事業別損益の状況は以下の通りです。

科　　目

経経常常収収益益

人人件件費費計計

　　　　　　当当期期経経常常増増減減額額

給料手当
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8. 終わりに 
　
私たちは明るい未来をつくることができているだろうか？

まずは、昨年度も多くの皆様のご支援賜りまして誠にありがとうございまし
た。私たちスタッフだけでは決してなし得ない景色を見ることができている
のも日々支えてくださっている皆様のおかげです。

毎年、この報告書を作成する年度はじめのこの時期になると、いつも考える
のです。
私たちは明るい未来をつくることができているだろうか？と。

今年の年度末始も多くの別れと出会いがありました。
一緒に活動してきた仲間や移住者がまちを離れ、今年度からは新卒 3 名、1
名の第二新卒が仲間入りし、色も変わってきました。
ゲストハウスは 5 代目のメンバーが大きくコンセプトを変え、「好きなもの
を好きでいられる空間」として、内装からサービスまでアフターコロナのゲ
ストハウスを模索し続けてくれています。
気仙沼ふるさとワーホリも、コンセプトから再設計し、滞在期間や就労内容
まで 1 から考えました。

この行程一つひとつが、常に明るい未来をつくることに繋がっているのかを
丁寧に精査しながら、新たなメンバーとともに１２年目となる 2023 年度も
愚直に進めて参る所存です。
引き続き皆様のご指導ご鞭撻のほどよろしくお願い申し上げます。


